様式第１４号の２（第２７条関係）

（第１面）
耐震補強工事助成金交付申請書

　　年　　月　　日　　
（宛先）さいたま市長
郵便番号　　　　　　　　　　　　　　
住　　所　　　　　　　　　　　　　　
電　　話　　　　　　　　　　　　　　
（フリガナ）
氏　　名　　　　　　　　　　　

耐震補強工事に係る助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。
１　対象建築物の概要

	建物名称
	
	（戸建て住宅の場合は不要）

	所 在 地
	さいたま市　　　区

	用　　途
	
	階　　数
	地上　　階／地下　　階

	構　　造
	造、一部　　造
	延べ面積
	㎡

	建築確認
	　昭和　　　年　　　月　　　日　第　　　　　　　　　号

	工事着手日
	年　　　月　　　日（対象建築物の新築工事に着手した日付）


２　耐震診断に係る助成金交付額確定通知書番号（助成金を受けている場合）

	額確定通知
	年　　月　　日付け　　　　　第　　　　　号


３　耐震補強設計に係る助成金交付額確定通知番号（助成金を受けている場合）
	額確定通知番号
	年　　月　　日付け　　　　　第　　　　　号

	助成金交付額
	　　　　　　　　　円


４　設計者又は市長が認める者で、耐震補強工事に係る検査を行う者
	工事検査者
	氏　名
	

	
	資　格
	（　　　　　）建築士（　　　　　）登録　第　　　　　　　号

	
	さいたま市既存建築物耐震診断資格者登録番号
	

	
	建築士事務所名称
	

	
	（　　　　　）建築士事務所（　　　　　　）知事登録　　　　　　号

	
	所在地
	

	
	電話番号
	


（第２面）
５　耐震補強工事の概要

	工事施工者
	商号又は名称
	

	
	代表者の氏名
	

	
	建設業の許可番号
	（　　　　　　　　）第　　　　　　号

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	工事費用
	全体（耐震補強工事以外の工事費を含む）
	　　　　　　　　　　円

	
	耐震補強工事費
	　　　　　　　　　　円

	
	
	消費税等仕入控除税額
	円

	
	工事監理費
	円

	
	
	消費税等仕入控除税額
	円

	
	助成金申請額（消費税等仕入控除税額を除いた額）
	円

	予 定 日
	耐震補強工事着手予定年月日
	年　　月　　日

	
	耐震補強工事完了予定年月日
	　　　　年　　月　　日


備考　消費税等仕入控除税額は、確定していない場合は見込額を記入してください。
６　添付書類

凡例　○　必要な書類

□　耐震診断に係る助成金の交付を受けている場合に省略できる書類（提出済みの書類
に変更がある場合は提出が必要）

△　耐震補強設計に係る助成金の交付を受けている場合に省略できる書類（提出済みの
書類に変更がある場合は提出が必要）

	書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分類
	

	建物の全部事項証明書又は建築時期及び所有者が確認できる書類
	□△

	配置図、各階平面図（助成対象建築物の位置と面積を表示すること。）
	□△

	所有者以外の者が申請する場合は、所有者と２親等以内の関係であることが確認できる書類（戸建て住宅及び共同住宅等の場合に限る。）
	□△

	法人の登記事項証明書（建物の所有者が法人の場合に限る。）
	□△

	区分所有者の代表の者が確認できる書類（区分所有建築物の場合に限る。）
	□△

	耐震診断報告書の写し
	□△

	耐震診断に係る公的機関等の判定の結果が記載された書類の写し（戸建て住宅、木造の共同住宅等及び木造の小規模建築物を除く。）
	□△

	消費税等仕入控除不適用申出書（様式第27号）（当該助成事業に要した費用が消費税法の規定による仕入れに係る消費税額の控除を受けない場合。）
	□△

	耐震補強設計図
	△

	耐震補強工事実施後の耐震診断報告書の写し
	△

	耐震補強工事実施後の耐震診断に係る公的機関等の判定の結果が記載された書類の写し（戸建て住宅、木造の共同住宅等及び木造の小規模建築物を除く。）
	△

	耐震補強設計概要書（様式第１４号）
	△

	建築基準法令に適合しない部分がある場合は、その是正計画書
	△

	耐震補強工事費内訳書（工事監理費がある場合には別の内訳書とする。）
	○

	３者以上による入札又は見積書の徴収を行った結果が分かる書類（戸建て住宅を除く。）
	○

	助成金額の算定書
	○

	現況写真
	○

	補強工事の実施について、所有者の合意があることを証する書類
	○

	緊急輸送道路閉塞建築物の場合においては、当該緊急輸送道路閉塞建築物の各部分の高さ並びにその敷地に接する道路の位置、幅員及び高さが確認できる立面図等
	○


　注
